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居宅生活支援の課題と展望







　　全日本手をつなぐ育成会政策委員会　副委員長　　岡部耕典

■はじめに

〇障害者基本法改正

「まず、第一条（目的）において、この法案が対象とする「施策」とは「自立及び社会参加の支援等のための施策」である、と明確化され、第三条（基本的理念）においては、個人の尊厳にふさわしく保障されるのは「処遇」ではなく「生活」となり、その権利性も、「有するものとする」から「有する」とより直接的な表現へと変っている。

続いて、第八条では、国や地方公共団体において「障害者の福祉に関する施策を講ずるに当たっては、障害者の自主性が十分に尊重され、かつ、障害者自身が、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう配慮されなくてはならない」と施策の基本方針が謳われ、第十二条は、医療中心の旧条文が改められて、「国及び地方公共団体は、障害者がその年齢及び障害の程度に応じ、医療、介護、生活支援その他自立のための適切な支援を受けられるよう必要な施策を講じなければならない」とされている。

その一方で、本来本人の主体性に委ねられるべき障害者自身の「自立への努力」を義務的に記述した旧第六条は廃されている。」（岡部2004）
・　「処遇」の対象から「生活」主体へ

・　障害当事者「個人」の「自主性」（主体性）の尊重

・　義務本位から「権利本位」への（ゆるやかな）うねり

・（地域移行と）「地域自立生活」に対する政策責任

・「医療・介護・生活支援」の位置関係

「このような新障害者基本法が示す考え方をきちんと評価することで、今後の国や地方公共団体の政策立案過程において、障害当事者の主体性を権利として尊重し、社会参加と地域での自立生活のための施策を着実に実行することの担保とすべきであると考える。」（岡部2004）

　〇居宅生活支援における扶養義務問題

1 利用者負担に含まれる扶養義務者負担という問題

2 「介護を行う者の状況」の勘案という問題



3 「保護者制度」という問題




〇本論の構成

在宅で生活している障害者・児の生活支援について

・　居宅生活支援の基礎構造の分析と確認

・　居宅生活支援を支えるサブシステムを中心に今後の課題の抽出と課題整理

■政策と福祉サービスと利用者

〇社会福祉基礎構造改革における「福祉のパラダイム転換」（古川1998）
〇「政策単位の個人化」(藤崎200)

　〇福祉における社会福祉基礎構造改革と「利用者本位」（古川1997他）

　〇運動における自立生活運動と「当事者主体」（「当事者主権主義」：中西・上野2003）


「福祉のパラダイム転換」（岡部2003）

　〇行政と専門家と利用者の「同床異夢」（財政改革・個別処遇化・権利主体化）

「福祉改革と福祉と利用者の関係」（岡部2003）



.


.




■福祉サービスシステムの動向
　〇「サービス利用過程モデル」（小林2003）
←行政手続モデル（措置制度）

　　
１）現物支給から費用供給のシステムへ

　　
２）パターナリズムから利用者の主体性に基づくシステムへ






※ここから、支援費制度のもつ課題が導かれる。

　〇「費用供給システム」としての課題・・・・・・・・・・「受給者本位」（demand side control）






 
 　　　　　⇔「供給者本位」（supply side control）
「福祉国家は、その目的を実現するために、給付と規制という手段を使って政策を実行してきた。支援費支給制度は、この給付を利用者の主体性を回復させるための手段として用いるものである。」（武川2003）



※支援費制度では、「費用供給の基盤整備」は行われなかったことが問題。


「受給者本位」の給付調整システム
１．ミクロの次元で求められる必要と割当の調整メカニズム

1-a  給付を要求しうる権利として根拠づけ求める「必要の社会的構築」

1-b  行政と対等な力関係にはない利用者に対する受給支援（アドボカシー）の制度化

２．マクロの次元で求められる必要と割当の調整メカニズム

2-a  必要量の調整と計画（予算化）

2-b  必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）

　〇「利用者の主体性に基づくシステム」としての課題・・・・「社会モデル」（個人の権利／アドボカシーモデル）

　　　　「医療モデル」（個人の悲劇／自己責任モデル）

→医療および医療保険制度

　　　　「生活モデル」（専門家／パターナリズムモデル）
→高齢者介護および介護保険制度

　　

※支援費制度では、給付に対する実体的・手続的権利保障が極めて弱いことが問題。


〇現行バックアップシステムの問題

情報提供・苦情処理・第三者評価システムの問題

　　

インターネットに偏った情報提供システム




第三者が苦情を申し立てられない苦情処理システム

　　

強制監査と是正権限をもたない第三者評価システム

　　



地域福祉権利擁護事業と成年後見制度の問題

　　

保護から自立支援へ



後見主体の問題



介護・生活支援・相談支援・監護の関係



オルタナティブとしての「パーソナルオンブズマン」（精神：スウェーデン）の検討

　　
相談支援事業とケアマネジメントの課題

　　

ケースワーカーの代行（gatekeeper） or パーソナルエージェント(advocate)



ピア・カウンセリングと独立型社会福祉士



オルタナティブとしての「自己決定／受給者本位モデル」（発達障害：北米）岡部2004c

■居宅生活支援をめぐる課題

〇課題抽出の視点

サービス利用過程モデルにおいて、いかに社会モデルを実現するか
　〇居宅生活支援における「立ち位置」のシフト

①「援護」から「自立生活支援」へ



（サポートの理念）

②「義務本位」と「権利本位」へ

　　


（制度的基盤）

③「パターナリズム」から「アドボカシー」へ


（規範的基盤）

④「施設処遇」から「パーソナルアシスタンス」へ

（サービス基盤）

〇居宅生活支援費

身体障害者居宅介護支援費

身体介護が中心である場合






家事援助が中心である場合






移動介護が中心である場合






日常生活支援が中心である場合

身体障害者デイサービス支援費

身体障害者短期入所支援費
知的障害者居宅介護支援費

身体介護が中心である場合

家事援助が中心である場合






移動介護が中心である場合

知的障害者デイサービス支援費



知的障害者地域生活援助支援費



知的障害者短期入所支援費
〇支援費外

※　聴覚障害者の手話（コミュニケーション保障）

※　精神障害者の居宅生活支援（ホームヘルプ、グループホーム）

　〇パーソナルアシスタンス

・個別・直接支援

・身体介護に留まらない自立支援サポート（見守り・社会参加）

◎　事業者の求める個別処遇

◎　利用者の求める権利主体化

△　行政の求める財政改革

（施設サービスとパーソナルアシスタンスの費用対比）

〇パーソナルアシスタンスの類型

　身体障害者の自立生活運動から生れた。日本では、知的障害のレスパイトサービスの提供者の側からもそのような自己定義をし始めたところもある。

	ホームヘルプサービス
	
	レスパイト型
	介　助　型

	高齢者福祉
	出生分野
	知的障害者福祉
	自立生活運動

	家族支援
	支援のベクトル
	家族支援（から本人支援へ）
	当事者支援

	介護保険
	費用供給システム
	支援費
	支援費

	在宅介護支援センター
	サービス調整機関
	生活支援センター
	自立生活センター

	ケアマネジャー
	サービス調整主体
	コーディネーター
	セルフ・マネジメント


　〇居宅生活支援の課題を検討するための視点

①　パーソナルアシスタンスの概念と範囲

・短期入所（SS）・地域生活援助（GH）・日常生活支援類型　の位置付けと範囲

・知的障害と精神障害のためのパーソナルアシスタンス

・介護以外の生活支援の機能（金銭管理／利用支援、見守り、後見等）の位置付け

②　パーソナルアシスタンスにおけるサービス調整・費用供給システム

・「第三者判定モデル」（介護保険型）と「交渉決定モデル」（支援費型）

④　パーソナルアシスタンスを支えるサブシステム（サービス利用支援／金銭管理）


・「成年後見モデル」（権利擁護型）と「コンサルタントモデル」（アドボカシー型）


⑤　パーソナルアシスタンスとの関係で施設サービス（入所・通所・GH・SS）を再検討



・「パーソナルアシスタンスを利用する資源として再利用可能？／再利用不能？



・　可能とするなら、どういう位置付けと機能において？


⑥　パーソナルアシスタンスを支える法制度



・サービス権利法（障害の区分を超えたパーソナルアシスタンス・ダイレクトペイメント法）

⑦　パーソナルアシスタンスを支える運動と政策の関係

・政策決定過程に対する当事者参画（マクロの当事者参画）

・・・・障害関係NGOと当事者運動の再構築／再評価

・支給決定過程に対する当事者参画（ミクロの当事者参画）

・・・・支給決定過程における「第三者判定モデル」と「交渉決定モデル」

【参考資料　１】

制度には利用者本位の検討、財源には社会保障全体の整合性のある検討が必要　（介護保険情報２００４年６月号　草稿）

リソースセンター　いなっふ　　　　　　　　　　　　　　　　　岡部耕典

　介護保険制度と支援費制度の統合の是非を、その利用者の立場から考えるとき、システム全体の財源だけでなく、大きく異なっている個別の給付のシステムに着目することが必要だ。介護保険制度は、サービスを決定する前に受給量の上限を決め、医師等で構成される第三者が最終判定をするし、利用については応益負担が給付抑制メカニズムとして働く。支援費制度は、利用者がまず、希望するサービス種別と支給量を申請するところからはじまり、利用者と支給者たる自治体との一種の交渉過程を経て、受給決定が下される。申請に際しては、あらかじめ上限は設定されていないし、利用者負担も応能負担であるので、収入が少ないことが利用の抑制要因となることはない。基本的には、介護保険は給付を分配する側がコントロールしやすい制度であり、支援費は利用者が給付を求めることから始まる制度である。

　この差は、介護保険制度と支援費制度のなりたちに由来し、そこで利用者の主体性がどこまで制度にビルト・インされているかの差でもあるので、要介護認定制度の見直し等で簡単に乗り越えることができる問題ではない。

介護保険制度は、少子高齢化に対応し、専門家主導で、急速に新しい制度を立ち上げなくてはならなかったことが制度設計に色濃く反映している。これに対して支援費制度は、「利用者本位」という社会福祉基礎構造改革の原理に基づきこれまで措置でおこなわれてきた障害者福祉の利用過程を利用者の主体性に委ねることを主眼とした制度変更であった。この差が踏まえられる必要がある。基礎構造改革を「逆走」してはならない。

　このような根本的問題が、財源問題の陰に隠れているが、政策検討の論点としては取り上げられない。一方で、昨年１月のホームヘルパー上限問題以降、統合へ向けて強引な政策誘導がおこなわれている。

そもそも財源問題そのものを論じ、論点整理をおこなうには数年のデータ蓄積と分析が必要である。しかし、それがないうちに、給付抑制の方法論ばかりがとびかい、実施されている。来年のホームヘルプサービスの予算は、不足を前提にした予算規模で組まれたうえで、「一般財源化か介護保険との統合か」と利用者団体に選択を迫っている。

　「とにかく金が足りない」という言われ方をするが、介護保険と支援費では規模が違う。支援費で今回、最終的に足りなくなったのは二十億円余りという。その規模の問題を、今、介護保険の何兆円という仕組みを動かして解決することの合理性妥当性はない。

ここは、現行制度設計と運営の責任主体である政策側の矜持が問われている。「支援費はエンジンが弱い」というが、ガソリンをいれなければ、どんないいエンジンでもガス欠をするのはあたりまえ。

政策側は、少なくとも３年は、現行支援費制度への財源を確保し、その間蓄積したデータとともに給付システムを中心とする制度変更のための具体案を示し、支援費制度の利用者を主体とした検討が行われることが必要。なんのために「障害者（児）の地域生活のあり方検討委員会」が創設されたのだろうか。

　さらに、この検討の前提には、社会保障全体の負担の方法論を巡る国民的議論と合意形成が必要。介護保険制度と支援費制度だけでなく年金制度や医療保険制度も含めた国民負担率とその負担のシステムに対する納得性のある総合的な検討を求めたい。

（おかべ・こうすけ１９５５生まれ。東京大学文学部社会学科卒。現在、都立大学大学院社会科学研究科博士課程に在籍中。東京学芸大学非常勤講師。社会福祉士。ひとり息子が障害を持ち、支援費の利用者。）
【参考資料　２】

日本社会福祉学会関東部会研究集会報告資料　04.03.07
知的障害者が地域で暮らすために必要な介護や生活支援とその受給調整について

リソースセンター　いなっふ　http://www.eft.gr.jp/  岡部耕典　koka@eft.gr.jp
「上乗せ・横だし」のために必要な「カテゴライズ」（エンタイトルメント）

長年に渡り、本人の意志に関らず入所を強いられてきた多くの知的障害者の実態を考えれば、これは、基本的人権（自由権）の侵害であり、人権侵害の積極的是正として、ひとりひとりの知的障害者に対して入所せず（あるいは退所して）地域生活を可能とするために必要な措置を講ずることは、国家および自治体の担うべき責務である。

従って、全ての知的障害者は、家族からの介護の有無に関らず、地域生活を送るために必要な介護や生活支援をうける権利があり、それが、「自助」（自費でのサービス購入）、「共助」（介護保険等）では賄えない場合、自治体はサービスの供給について、国家はその費用について、「援護」の主体、「基盤整備」の主体として、それを保障しなくてはならない。（LSS法、ランターマン法）

地域自立生活確保のために必要な「上乗せ・横だし」に対する受給決定システム
介護保険制度における要介護認定は、ADLから判断される要介護時間が、判断の基礎にあり、必ずしも、生活プランから導かれる要支援時間ではない。また、地域生活の維持のためには、いわゆる時間単位の介護だけではない自立生活支援が必要である。

そこで、介護保険制度の要介護認定では判定決定されないが、自立生活のために必要である介護量および支援類型に対して、いわゆる「上乗せ・横だし」として別途の判定を行い、給付決定することが必要となる。これを要介護認定と対置して、仮に「自立生活支援認定」と呼んでおこう。

「自立生活支援認定」において見逃してはならないことは、地域生活ために必要な介護や支援とは、利用者本人の望む地域生活のプランに従って検討されなくては意味がないことである。

そこで、自立生活支援判定には、

１）利用者（／支援者）が、希望する週単位の「生活計画」を作成する。

２）ケースワーカーと利用者の話し合いにより、利用者の生活支援の必要量の枠組を「利用者類型（注１）」に基づいて決定する。

３）「生活計画」と「利用者類型」に基づき「サービス類型（注２）」別の希望サービスを記入した「支援計画（注３）」を作成し、それをもとにした交渉により、支給決定が行われる。

（注１）利用者類型（案）

	利用者類型
	定義
	例示

	要支援D
	週に１～３回程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、常時ではない部分支援が必要

外出時＝慣れていない場所に行く際には支援が必要

	要支援C
	毎日３～５時間程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、毎日、部分支援が必要な人

外出時＝慣れていない場所に行く際には支援が必要

	要支援B
	毎日８時間～１６時間程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、起きて活動している間は、常時の支援が必要な人

外出時＝近所以外の外出には常時支援が必要

	要支援A
	毎日２４時間程度、介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、２４時間支援が必要な人

外出時＝近所も含めて常時の支援が必要


※必要とされる介護時間・支援時間については、日中活動や、グループホーム等の社会資源の利用状況とも組み合わせて勘案していくべき。

（注３）居宅介護類型（案）

	類　型
	サービス内容

	身体介護
	入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭剃り、爪切り等

	家事援助
	調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、整理整頓等

	日常生活

支援

（※１）
	・上記内容の身体介護、家事援助に加えて下記の内容を含むもの

・見守り（上記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む）

・コミュニケーション支援（話相手含む）

・移動介護（公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等）

・金銭利用支援（お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポート）

・話相手

・人間関係の調整

・緊急時の対応（体調不良時の病院への付添、事故、近所とのトラブル等）

	自立生活

支援

（※２）
	・行政手続の援助

・金銭管理の支援（銀行口座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使い方の相談

・健康管理の支援（病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、薬の管理等）

・１週間、１ヶ月、１年という単位での生活のプラン作りの支援

・社会資源のコーディネート（ヘルパーを入れる時間の相談、事業所との調整、日中活動の場を一緒に探すこと等）

・就労の支援（求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、ジョブコーチ等）

・悩み事や日常生活で困った場合（例えばエアコンの操作がうまくできない等）への電話での対応


※１）日常生活支援・・現在知的障害には適用されていない。※２）自立生活支援・・現在類型としては存在しない。

（注３）支援計画（例）・・・・毎日昼間の介護が必要な中度知的障害者のＨさん
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（表１）　供給者本位モデルと受給者本位モデルの比較
	決定の形式
	供給者本位モデル
	自己決定／受給者本位モデル

	受給資格の決定
	州もしくはその委託機関が医学的診断に基づき判定する．
	←同左

	必要なサービスの種類と量の決定
	州もしくはその委託機関（地域センター）のケースワーカーが，利用者の必要を判断し，プログラムされたサービスメニューに利用者を当てはめる．
	支援仲介者が，利用者の家族や支援者と共に、「本人主体の計画（Person Centered Planning）」に基づき，利用者の選択・興味・必要の自己決定を支援する．

	だれがサービス事業者を選ぶか
	州が事業者と総合契約を行い，利用枠と資金を勘案しながら，利用者を当てはめる．
	利用者が（時には家族の支援を得て）が選択し，州は，その選択を認める．

	誰が/どのくらい、サービス費用を払うのか
	決められた基準に従った額を，州から事業者へ直接もしくは地域センターの財政機構を通して支払う．
	会計仲介機能を利用し、銀行や決められた代理機構が，サービス事業者に支払う．また、個別会計に応じて，事業者と利用料の交渉をすることができる．

	だれがサービスの支給量を決定するのか
	州が、事業者と，適切な利用料の「交渉」をしたあとおおまかに決定する．

しばしば，州により，利用量の上限設定が行われる．
	利用可能な財源と変動する利用者の必要をどう擦り合わせるかという観点にたち，支援仲介者により交渉が行われる．

	サービスの質の

モニタリングはだれがおこなうのか
	州の認定機関・州の虐待防止通報システム・ケースワーカーがモニターをおこなう．
	利用者本人および利用者に選ばれた代理人がかまず第一のモニターである．そのうえで，事業者サービス評価のような品質保証のためのモニタリングを支援仲介者が担う．


（表は，Strom2003:214.215を参考に，筆者が，作成．）
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おとさんの場合 

		時間 ジカン		月曜日 ゲツヨウビ		火曜日 カヨウビ		水曜日 スイヨウビ		木曜日 モクヨウビ		金曜日 キンヨウビ		土曜日 ドヨウビ		日曜日 ニチヨウビ

		0

		1

		2

		3

		4

		5

		6

		7

		8

		9

		10		移動８Ｈ（月1回）12～１７時当事者活動（月3回） イドウツキカイジトウジシャカツドウツキカイ		当事者活動 トウジシャカツドウ

		11

		12

		13						家事４Ｈ カジ		家事４Ｈ カジ		家事３Ｈ カジ		家事３Ｈ カジ		家事３Ｈ カジ

		14

		15

		16										身体2Ｈ シンタイ		身体2Ｈ シンタイ		身体2Ｈ シンタイ

		17						身体３Ｈ		身体３Ｈ

		18				家事１Ｈ カジ

		19		身体２Ｈ シンタイ		身体２Ｈ シンタイ

		20

		21

		22

		23

		24

						は団体の負担により緊急対応を行う時間帯 ダンタイフタンキンキュウタイオウオコナジカンタイ

						は自費により介護を行う時間帯 ジヒカイゴオコナジカンタイ

		支援費 決定量 シエンヒケッテイリョウ

		介護受給時間数      （一ヶ月最大） カイゴジュキュウジカンスウイッカゲツサイダイ						身体70 シンタイ

								家事85 カジ

								移動8 イドウ

		日常生活の生活費（収入）の内訳　　（円） ニチジョウセイカツセイカツヒシュウニュウウチワケエン

		収入 シュウニュウ				扶養年金 フヨウネンキン				30,000円 エン

						障害基礎年金 ショウガイキソネンキン				66,417円 エン

						福祉手当（都） フクシテアテト				15,500円 エン

						当事者活動給料 トウジシャカツドウキュウリョウ				20,000円 エン

						貯金より チョキン						60,000円 エン

						合計 ゴウケイ				191,917円 エン



&L毎日昼間の介護が必要な中度知的障害者Hさん
&C
（Ｓ区、一人暮らし53歳）の一週間&R　　　　　　　　　　　




